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平成 １９ 年 ３ 月期   個別中間財務諸表の概要       平成１８年１１月７日 

上 場 会 社 名        サンケン電気株式会社                     上場取引所  東  
コ ー ド 番 号         ６７０７                                    本社所在都道府県 埼玉県 
（ＵＲＬ  http://www.sanken-ele.co.jp/ ） 
代  表  者 役職名 代表取締役社長   氏名 飯島 貞利 
問合せ先責任者 役職名 執行役員ＩＲ室長  氏名 太田  明   ＴＥＬ (０４８)４８７－６１２１ 
決算取締役会開催日   平成１８年１１月７日     配当支払開始日   平成１８年１２月５日     
単元株制度採用の有無   有(１単元 1,000 株) 
 
１． 18 年 9 月中間期の業績(平成 18 年 4 月 1 日～平成 18 年 9 月 30 日) 
(1)経営成績                        （注）金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18 年 9月中間期 
17 年 9 月中間期 

76,563 
62,607 

22.3
2.9

5,874 
3,674 

59.9
△ 6.4

5,529 
3,480 

58.9
4.7

18 年 3 月期 133,474 9,429 9,690 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円 ％ 円 銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

3,386 
2,022 

67.4
△ 3.9

27.85
16.62

18 年 3 月期 6,004 48.93

(注)①期中平均株式数         18 年 9 月中間期 121,598,795 株 17 年 9 月中間期 121,710,990 株  18 年 3 月期 121,680,056 株 

   ②会計処理の方法の変更  有 

③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 

 総 資 産      純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

           ％           円 銭

18 年 9 月中間期 
17 年 9 月中間期 

        百万円 

153,638 
129,915 

        百万円

71,077
65,608

46.3 
50.5 

584.63
539.18

18 年 3 月期 135,710 69,334 51.1 569.73

(注)①期末発行済株式数    18 年 9 月中間期 121,577,999 株 17 年 9 月中間期 121,680,232 株 18 年 3 月期 121,610,076 株 

    ②期末自己株式数      18 年 9 月中間期   3,912,303 株 17 年 9 月中間期   3,810,070 株 18 年 3 月期   3,880,226 株 
 
２．19 年 3 月期の業績予想(平成 18 年 4 月 1日～平成 19 年 3 月 31 日) 
 売 上 高     経常利益 当期純利益 

通   期 164,700 12,100 7,700 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   63 円 33 銭 

 
３．配当状況 

 ・現金配当 １株当たり配当金（円） 

 中間期末 期  末 年  間 

18 年 3 月期 5.00 
10.00 

(記念配当３円含む）
15.00 

19 年 3 月期（実績） 7.00 － 

19 年 3 月期（予想） －  7.00 
14.00 

 

（注）上記予想の前提条件その他関連する事項については、添付資料の 6ページを参照してください。 
 



（単位：百万円）

構成比 構成比 構成比

(資産の部） ％ ％ ％

Ⅰ ( 91,530 ) 59.6 ( 78,691 ) 60.6 ( 80,937 ) 59.6

4,223 6,446 5,843

2,379 2,868 2,496

42,527 36,276 38,785

12,030 12,476 12,368

1,988 1,702 1,931

12,780 6,724 6,308

14,061 12,079 13,144

1,599 154 90

△ 59 △ 38 △ 31

Ⅱ ( 62,107 ) 40.4 ( 51,223 ) 39.4 ( 54,772 ) 40.4

11,540 7.5 9,700 7.5 11,602 8.5

4,132 3,005 2,870

4,934 4,128 5,657

2,473 2,566 3,074

549 0.4 794 0.6 622 0.5

50,017 32.5 40,729 31.3 42,547 31.4

4,578 5,362 5,130

22,901 22,901 22,901

21,612 11,610 13,652

1,048 917 945

△ 123 △ 62 △ 81

153,638 100.0 129,915 100.0 135,710 100.0

（ １ ） － １ 中 間 貸 借 対 照 表

建 物

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

科　　　目

流 動 資 産

繰 延 税 金 資 産

資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

そ の 他

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

棚 卸 資 産

短 期 貸 付 金

長 期 貸 付 金

機 械 装 置

そ の 他

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

前期

(18.3.31)

金額 金額 金額

当中間期

(18.9.30)

前中間期

(17.9.30)
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（単位：百万円）

構成比 構成比 構成比

(負債の部） ％ ％ ％

Ⅰ ( 70,772 ) 46.0 ( 52,333 ) 40.3 ( 54,079 ) 39.8

5,783 7,078 6,254

27,637 13,718 16,140

10,115 5,603 5,908

1,908 1,259 2,632

8 164 39

21,000 20,000 18,000

4,318 4,509 5,103

Ⅱ ( 11,788 ) 7.7 ( 11,973 ) 9.2 ( 12,296 ) 9.1

10,000 10,000 10,000

739 1,025 1,145

189 171 180

647 517 700

212 259 269

82,560 53.7 64,307 49.5 66,375 48.9

(純資産の部）

Ⅰ ( 69,416 ) 45.2 - - - -

20,896 13.6 - - - -

21,169 13.8 - - - -

21,119 - -

 50  - -

31,128 20.3 - - - -

1,847 - -

29,280 - -

57 - -

23,300 - -

5,923 - -

△ 3,779 △ 2.5 - - - -

Ⅱ ( 1,661 ) 1.1 - - - -

1,661 1.1 - - - -

71,077 46.3 - - - -

153,638 100.0 - - - -

(資本の部）

Ⅰ - - 20,896 16.1 20,896 15.4

Ⅱ - - 21,168 16.3 21,169 15.6

- 21,119 21,119

 -  49 50

Ⅲ - - 25,635 19.7 29,008 21.3

- 1,847 1,847

- 20,362 20,362

- 3,424 6,797

Ⅳ - - 1,510 1.2 1,990 1.5

Ⅴ - - △ 3,602 △ 2.8 △ 3,729 △ 2.7

- - 65,608 50.5 69,334 51.1

- - 129,915 100.0 135,710 100.0

未 払 法 人 税 等

資 本 準 備 金

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

その他資本剰余金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

中間（当期）未処分利益

その他有価証券評価差額金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

(17.9.30)

固定資産圧縮積立金

資 本 金

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

評価・換算差額等

買 掛 金

短 期 借 入 金

支 払 手 形

その他有価証券評価差額金

前期

(18.3.31)

流 動 負 債

金額 金額 金額

当中間期 前中間期

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

(18.9.30)科　　　　目

負 債 合 計

固 定 負 債

設 備 関 係 支 払 手 形

コマーシャル・ペーパー

そ の 他

社 債
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（単位：百万円）

百分比 百分比 百分比

Ⅰ 76,563 100.0 62,607 100.0 133,474 100.0

Ⅱ 64,163 83.8 52,756 84.3 111,714 83.7

12,400 16.2 9,850 15.7 21,760 16.3

Ⅲ 6,526 8.5 6,176 9.8 12,331 9.2

5,874 7.7 3,674 5.9 9,429 7.1

Ⅳ 1,445 1.9 669 1.1 2,357 1.8

431 306 1,344

1,013 362 1,013

Ⅴ 1,789 2.4 863 1.4 2,096 1.6

313 169 347

1,476 693 1,749

5,529 7.2 3,480 5.6 9,690 7.3

Ⅵ - - - - 25 0.0

Ⅶ 67 0.1 313 0.5 662 0.5

5,461 7.1 3,167 5.1 9,053 6.8

1,963 1,231 3,507

112 △ 86 △ 458

3,386 4.4 2,022 3.2 6,004 4.5

- 1,401 1,401

- - 608

- 3,424 6,797

特 別 損 失

（ １ ） － ２ 中 間 損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

特 別 利 益

雑 損 失

営 業 外 費 用

前期

(自17.4.1至18.3.31)

金　額 金　額 金　額

前中間期

(自18.4.1至18.9.30) (自17.4.1至17.9.30)

当中間期

前 期 繰 越 利 益

中 間 配 当 額

中間（当期）未処分利益

科　　　　目

売 上 総 利 益

販売費及び一般管理費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

経 常 利 益

中 間 （ 当 期 ） 純 利 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

税引前中間（当期）純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

支 払 利 息

雑 収 入
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（１）－３　中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間（自平成18年4月1日至平成18年9月30日） （単位 ： 百万円）

株主資本
評価・換算
差額等

資本剰余金

固定資産
圧縮積立金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年3月31日残高 20,896 21,119 50 1,847 62 20,300 6,797 △ 3,729 67,344 1,990 69,334

中間会計期間中の変動額

剰余金の配当 △ 1,216 △ 1,216 △ 1,216

役員賞与の支給 △ 50 △ 50 △ 50

中間純利益 3,386 3,386 3,386

自己株式の取得 △ 50 △ 50 △ 50

自己株式の処分 0 0 1 1

固定資産圧縮積立金の
取崩 △ 5 5 - -

別途積立金の積立 3,000 △ 3,000 - -

株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

- △ 328 △ 328

中間会計期間中の変動額
合計 0 △ 5 3,000 △ 874 △ 49 2,071 △ 328 1,742

平成18年9月30日残高 20,896 21,119 50 1,847 57 23,300 5,923 △ 3,779 69,416 1,661 71,077

純資産
合   計

資本金

利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　　計

その他
有 価 証 券
評価差額金資本準備金

その他資本
剰余金

利益準備金

その他利益剰余金
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．資産の評価基準及び評価方法

　　(1)棚卸資産

　　　　製品,仕掛品 半 導 体 部 門…………先入先出法による低価法

Ｐ Ｍ 部 門…………個別法による低価法

Ｐ Ｓ 部 門…………個別法による低価法

　　　　原材料,貯蔵品  ……………………………最終仕入原価法による原価法

　　(2)有価証券

　　　　子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　　　　その他有価証券

時価のあるもの …………… 中間決算期末日の市場価格に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの …………… 移動平均法による原価法

　　(3)デリバティブ取引

時価法

２．固定資産の減価償却方法

　　　有形固定資産………定率法

　ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）については、

定額法によっております。

　なお、主な耐用年数は以下の通りであります。

　　建物及び構築物 ７年～60年

　  機械装置及び運搬具 ４年～10年

　　　無形固定資産………定額法

　ただし、ソフトウェア（自社利用分）については社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法によっております。

３．引当金の計上基準

　　(1)貸倒引当金

　　　　　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率法により、貸倒懸念債権等

　　　　については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

　　(2)役員賞与引当金

　　　　　役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち、当中間会計期間に対応する見積り額を計上し

　　　　ております。

 　 (3)退職給付引当金

　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

　　　　中間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。

　　　　　執行役員分は、執行役員の内規に基づく中間期末要支給額を計上しております。

　　　　　過去勤務債務は、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）による

　　　　定率法により費用処理しております。

　　　　　数理計算上の差異は、各期の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14年）

　　　　による定率法により按分した額をそれぞれ発生の翌期より費用処理することとしております。

  　(4)役員退職慰労引当金

　　　　　役員退職慰労金の支出に充てるため、内規に基づく中間会計期間末要支給額を計上しております。

４．リース取引の処理方法　

        リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　　通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
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５．消費税等の会計処理

　　　 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

会計処理の変更

　（役員賞与に関する会計基準）

　      当中間会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年11月29日　企業

　    会計基準第４号）を適用しております。

　　　　なお、これによる損益に与える影響は軽微であります。

　（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

　      当中間会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　 

　    平成17年12月９日　企業会計基準第５号）及び｢貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用

      用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。

　      なお、当中間会計期間末における、これまでの｢資本の部｣の合計に相当する金額は71,077百万円であり

　　　ます。

追加情報

　（退職給付引当金）

　      過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理年数については、従業員の平均残存勤務期間が短くなっ

　    たことに伴い、平均残存勤務期間以内の一定の年数を16年から14年に変更しております。

　　　　なお、この変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。
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【注記事項】

１．中間貸借対照表関係

（１） 有形固定資産の減価償却累計額 30,962 百万円 29,509 百万円 30,110 百万円

（２） 担保資産
建物 1,755 百万円 1,911 百万円 1,812 百万円
機械装置 313 百万円 356 百万円 333 百万円
その他有形固定資産 729 百万円 731 百万円 725 百万円

計 2,798 百万円 2,999 百万円 2,871 百万円
担保資産に対する債務

短期借入金 7,333 百万円 3,962 百万円 4,169 百万円

（３） 保証債務 12,021 百万円 16,510 百万円 15,387 百万円

（４） 消費税等の取扱い
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動資産の未収入金に含めて表示しております。

（５） 中間会計期間末日満期手形の処理
当中間会計期間末日（金融機関休業日）満期日の受取手形449百万円は同日に決済が行われたものとして
処理しております。

２．中間損益計算書関係

（１） 減価償却実施額
有形固定資産 1,114 百万円 657 百万円 1,580 百万円
無形固定資産 80 百万円 136 百万円 267 百万円

３．中間株主資本等変動計算書関係

（１） 自己株式に関する事項

普通株式（株）

４．リース取引関係

（１） リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額
及び当中間期末残高相当額

当中間期末残高相当額
工具器具備品 808 百万円 319 百万円 16 百万円 471 百万円
ソフトウェア 280 百万円 124 百万円 47 百万円 108 百万円
合 計 1,088 百万円 444 百万円 63 百万円 580 百万円

② 未経過リース料中間期末及び期末残高相当額

１ 年 内 192 百万円 191 百万円 163 百万円
１ 年 超 451 百万円 293 百万円 281 百万円
合 計 643 百万円 484 百万円 444 百万円

なお、取得価額相当額及び未経過リース料中間期末(期末）残高相当額は、有形固定資産及び
ソフトウェアの中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しており
ます。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
支払リース料 96 百万円 129 百万円 240 百万円
減価償却費相当額 96 百万円 129 百万円 240 百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（２） オペレーティング・リース取引

未経過リース料 １ 年 内 4 百万円 4 百万円 4 百万円
１ 年 超 0 百万円 4 百万円 2 百万円
合 計 4 百万円 9 百万円 7 百万円

株式の種類
3,912,3031,02933,1063,880,226

当中間期末減少増加前期末

当中間期 前中間期 前　　期

当中間期末 前中間期末 前  期  末

当中間期 前中間期 前　　期

償却累計額相当額

前　　期

減損累計額相当額取得価額相当額

当中間期 前中間期
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